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要約

本研究では、生涯未婚率の上昇による増加が予想される独身者に着目して、婚姻状況及び同居形態の違いによる居住環

境の差異を把握した。独身者のうち「単身世帯」と「親と同居世帯」は共通して自家用車及び運転免許の所有率が低い。「単

身世帯」の独身者は居住誘導区域内かつ公共交通の高利便な地域に居住する傾向にある。一方で、「親と同居世帯」の独

身者は誘導区域外に居住する割合が高いものの、公共交通の利便性や転居意向は「単身世帯」の独身者と比べて高くない。

「親と同居世帯」の独身者が親との死別を経て「単身世帯」になると考えられるが、「単身世帯」は要介護時や日頃の手

助けについて頼れる人がいない等の傾向があると報告されている。つまり、「親と同居世帯」の独身者が「単身世帯」と

なった際に、公共交通機関の乏しい地域に居住し続けることは将来的な買い物難民や交通弱者を生み、新たな都市計画

上の課題になりえる。
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1.  研究背景と目的

　わが国ではコロナ禍や先端技術の発展に伴い価値観や

ライフスタイルが多様化しており（国交省，2017）、その

一例として、結婚に対する意識が「誰もがするもの」か

ら「個人の自由」へと変化している（NHK，2018）。実際

に生涯未婚率は、1985 年に男性が 3.9 %、女性が 4.3 % だっ

たが 2015 年には男性が 24.2 %、女性が 14.9 % まで上昇し、

2035年には男性 29.0 %、女性 19.2 %と予想される（厚労省，

2021）。この未婚率の増加も一因となり、世帯構造の変化

が生じている。国立社会保障・人口問題研究所の世帯数

の将来推計（2024）によると 1980 年に一般世帯総数の

42.1 % を占めていた「夫婦と子から成る世帯」は 2020 年

に 25.2 % まで減少している。一方で、単身世帯は 2020 年

に 38.0 % を占めており 2050 年には 44.3 % まで上昇する

と推計されている。さらに、男性の高齢単独世帯に占め

る未婚の割合は 2020 年の 33.7 % から 2050 年には 59.7 %
まで上昇すると予想されている。単身世帯は日頃の手伝

いや要介護時に頼れる人がいない（社人研，2017）等のリ

スクがあり、単身世帯の増加は将来的に社会問題となる

可能性がある。一方で未婚者が属する世帯は単身世帯だ

けでなく、「親と同居世帯」も多く存在している。総務省

の世帯構造等基本集計（2015）によると、未婚者のうち

親と同居している割合は 20-40 代で約 6 割を占めており、

2010 年の割合よりも上昇している。つまり、未婚率の上

昇によって単身世帯が増加するだけでなく、親と同居世

帯も増加すると予想される。それと同時に高齢化も進行

し、高齢者は自立した生活及び介護者の確保が重要とな

る。既婚者の場合、配偶者や子ども等から生活の支援を

獲得しやすい（社人研，2017）が、未婚者の場合はより自

立した生活が求められるため、生活施設や公共交通機関

等の利便性の高い地域に居住することが望ましいと考え

られる。そのような地域として、国土交通省が推進する

立地適正化計画の都市機能・居住誘導区域（以下、誘導

区域）がある。この区域では医療・福祉・商業施設等が

まとまって立地し、徒歩や公共交通によってアクセスで

きることで、高齢者をはじめとする住民が快適な生活環

境を実現できることを目指している（国交省，2014）。こ

の誘導区域への居住誘導するにあたり、居住者のライフ

ステージや世帯構造によって居住地選好や転居のしやす

さは異なると考えられる。例えば、配偶者や子どもと同

居する場合、同居者の仕事や移動手段等の制約を考慮し

た上で転居する必要があるが、未婚者のうち単身世帯は

その影響が小さく転居のタイミングや居住先の自由度は

高いと考えられる。中道他（2019）は 22 歳から 60 歳の

単身世帯は日々の生活が徒歩圏で済むような高利便な居

住地を望み、そのような地域への転居が実現できている

傾向があることを指摘している。一方で、未婚者のうち

親と同居世帯の居住地域の特徴に着目した研究は少なく、
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未婚者を対象とした親との同居理由や老後不安等を扱っ

た研究に留まる（川田・平山，2007；平山・川田，2015；藤森，

2016）。親と同居する未婚者は親の死別に伴い単身世帯化

し、頼れる人がいない等の理由から将来的に買い物難民

や交通弱者となる可能性がある。また、親との死別や免

許返納等を契機に転居することも考えられるが、高齢者

の入居制限（国交省，2023）が障害となり自由な転居を実

現できない可能性もある。これらは、未婚者だけでなく、

既婚者も離別や死別によって「独身者」となることで生

じうる課題であると考えられる。近年、離別割合は上昇

しており、1950 年の男性 1.2 %、女性 2.2 % から 2020 年

は男性 6.5 %、女性 10.6 % まで上昇している（社人研，

2023）。つまり、未婚者だけでなく離別や死別を経た「独

身者」割合の増加が予想される。そのため、独身者に着

目して、彼らが高齢化した際に施設利用や移動等を維持

できる地域（誘導区域）に居住しているか、今後の居住

意向を把握することは、将来起こりうる交通弱者化や買

い物難民化等の課題を検討する上で有用である。

　本研究では、婚姻状況及び同居形態の違いによる居住

地域の差異を把握し、独身者のうち「単身世帯」と「親

と同居世帯」の将来的な増加によって起こりうる課題の

検証を目的とする。

2.  本研究の位置づけ

　未婚者の居住実態に着目した研究として、川田・平山

（2007）は中高年未婚者のなかに住宅条件に差異があると

し、特に女性や低収入層では住宅所有形態によって老後

の経済不安の度合いが異なるため、住宅確保や生活格差

の軽減の必要性があると述べている。平山・川田（2015）
は若年・未婚・低所得者を対象に住宅の所有形態を分析

し、若年・未婚・低所得者が親持ち家にとどまる若者を

増やす要因として住居費等の経済的な安定性を挙げてい

る。また、親持ち家の居住者は定住意向が特に強いこと

を示している。藤森（2016）は 40・50 代の未婚者を単身

世帯と親と同居世帯に分類し、親と同居世帯の特徴とし

て低収入・無職を挙げている。また、頼れる人の有無に

ついて親と同居世帯では、現状親が頼れる人となる傾向

があるが、老後になると頼れる人がいないという比率が

著しく高まることを明らかにした。

　ライフステージの変化による転居に着目した研究とし

て、中道他（2019）は居住誘導区域への転居のターゲッ

ト世帯をライフステージごとに分析し、単身世帯は短期

的な誘導ターゲット世帯になること、夫婦と子ども世帯

は子どもの独立等の期間で区域内への誘導を促すことを

示している。中道他（2020）は居住誘導区域と推定され

る住区とライフステージごとの転居傾向や転居前後の交

通行動を把握し、就学・就職を機とした単身世帯は市街

化調整区域割合の高い住宅地タイプに転入する傾向があ

ること、退職や子の独立を機に転居する夫婦と子から成

る世帯は市街化調整区域割合の高い住宅地タイプに転居

する傾向があることを明らかにした。

　単身世帯の居住実態に着目した研究として、木下他

（1999）は 30 ～ 50 代の女性単独世帯の居住地選択を、学

生時代からの土地勘のある地域、都心立地型の職業が多

いこと、都心に近い低家賃の地域、匿名性の高い地域に

多いと考察した。上竹他（2011）は長岡市の勤労単身者

を対象に単身世帯の郊外化を示し、それらの要因として

駐車場や共同住宅の不足を挙げている。鈴木他（2012）
は住宅の機能の一部である「食事の場」を代替する施設

に着目し、単身者は食事の場を代替できる施設による効

用の高い地域に居住する傾向を示している。西山他（2017）
は複数の地方都市の勤労単身世帯を対象に、単身世帯の

郊外化と自動車手当が助長している可能性を指摘し、他

手段の手当の検討、中心市街地における駐車場の供給の

必要性を述べている。

　以上のように、未婚者について、親との同居理由等の

居住実態を明らかにした研究、ライフステージの一つと

して扱った研究、単身世帯に着目した研究は蓄積がある。

その一方で、未婚者だけでなく独身者を対象に「単身世

帯」、「親と同居世帯」に着目し、居住環境との関連性を

明らかにした研究は見られない。

　以上より、本研究の特長を以下に示す。

• 世帯割合の増加が予想される独身者のうち「単身世帯」、

「親と同居世帯」の両方に着目し、複数の婚姻・同居条

件を用いたうえで、居住地域の都市機能の差異を明ら

かにしている。

• 独身者のうち「単身世帯」、「親と同居世帯」の将来的

な増加が都市計画に及ぼす影響を検討している。

3.  使用データの概要と分析の流れ

3.1  分析対象地域及びアンケート調査の概要

　本研究のアンケート調査及び分析の対象都市である岡

山県岡山市は人口約 72 万人を有する地方都市であり、市

街地、郊外、中山間地域等の様々な地域条件を含む。また、

2021 年に立地適正化計画を策定しており、居住誘導区域

及び都市機能誘導区域を設定している。そのため誘導施

策を検討するうえでの誘導区域を利用した分析が可能と

なる。本研究では、居住地を郵便番号区域ごとに①都市

機能誘導区域、②居住誘導区域、③区域外のいずれかに

分類した。分類方法は、郵便番号区域の可住地面積を算

出し、占める面積の最も大きいものを採用した。都市機

能誘導区域は居住誘導区域上に設定されているため、居

住誘導区域は都市機能誘導区域の面積を除去したもので

算出している。

　婚姻状況や同居形態、居住意向などを把握するため、

インターネットによるアンケート調査を実施した。（1）アン

ケート調査の概要と回答者割合を表 1、表 2 に示す。株式

会社クロス・マーケティングのモニターを対象に、以下

の項目について回答を依頼した。個人属性として、性別、

年齢、婚姻状況（独身・既婚）、子の有無、同居形態（同

居相手の有無とその相手）、雇用形態（学生・無職・非正

規雇用・正規雇用）、居住地域及び移動に関する項目とし

て、郵便番号、自家用車の保有及び運転免許の有無、最
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寄りバス停・駅までの徒歩による所要時間、主観的評価

の項目として、居住地の暮らしやすさ、今後の居住意向

を設定した。本調査では婚姻状況を「独身」と「既婚」

で把握している。本来、「未婚」、「既婚」と設定されるこ

とが多く、離別・死別は既婚者として扱われる。本研究

では配偶者となる相手がいない場合（未婚、死別、離別）

を「独身者」、配偶者がいる場合を「既婚者」と定義し、

婚姻状況を調査している。ただし、離別・死別を経験し

た回答者が既婚として判断する可能性はあるため、既婚

者で配偶者と同居していない世帯をその他世帯として考

察の対象から除外している。ただし、独身者のうち未婚

と離別・死別を区別して把握しておらず、それらの違い

による差異は検証できない点は本調査の限界である。

3.2  分析の流れ

　4 章では、本調査の回答者のうち独身者と既婚者それぞ

れを同居の有無またはその相手（以下、婚姻状況及び同

居形態）で分類し、婚姻状況及び同居形態がどの程度存

在するかを確認する。次に、婚姻状況及び同居形態と個

人属性（性別、雇用形態、世代）の関連性を分析する。

　本研究は、独身者のうち「単身世帯」と「親と同居世帯」

について居住する地域の都市機能や移動環境の差異を明

らかにすることを目的としており、5 章では居住する区域

（立地適正化計画における都市機能誘導区域、居住誘導区

域、区域外）や移動環境（自家用車の保有や公共交通へ

の徒歩アクセス等）から検証する。その後、居住する地

域の暮らしやすさ、今後の居住意向との関連性を分析し、

居住誘導の可能性や将来的に起こりうる課題を検討する。

4.  婚姻状況及び同居形態と個人属性の関連性

4.1  婚姻状況と同居形態の分類

　本章では、婚姻状況及び同居形態と個人属性の関連性

を分析する。まずは、婚姻状況と同居形態の関連性につ

いて独立性の検定及び残差分析を行ったものを図 1 に示

す。独身者と既婚者はそれぞれ 2 種類の世帯で約 9 割を

占めており、独身者は「単身世帯」と「親と同居世帯」、

既婚者は「配偶者と同居世帯」と「配偶者と子どもと同

居世帯」であった。本研究では、婚姻状況及び同居形態

の分類（以下、婚姻同居タイプ）を、①「単身世帯」の

独身者、②「親と同居世帯」の独身者、③「その他世帯」

の独身者、④「配偶者と同居世帯」の既婚者、⑤「配偶

者と子どもと同居世帯」の既婚者、⑥「その他世帯」の

既婚者、の 6 種類として分析を行う。

4.2  婚姻状況及び同居形態による個人属性の差異

　本節では、4.1 で設定した 6 種類の婚姻同居タイプにつ

いて、性別、雇用形態、世代（2）の差異を把握するため、

独立性の検定を行い、有意だったものは残差分析を実施

した。その結果を図 2、図 3、図 4 に示す。

　図 2 より、独身者のうち「その他世帯」を除いて性別

による差異は見られない。独身者のうち「単身世帯」ま

たは「親と同居世帯」のどちらを選択するかは、性別に

よる差はないことが確認できる。

　図 3 より、「親と同居世帯」の独身者は、非正規雇用の

割合が大きいことが確認できる。一般的に非正規雇用は

正規雇用と比べて収入が低いことや、経済的負担の軽減

を目的に親と同居する可能性がある。これは既存研究（川

田・平山，2007；平山・川田，2015；藤森，2016）でも同様

調査名 岡山市在住者へのアンケート調査

実施方法 インターネットアンケート調査

調査機関 株式会社クロス・マーケティング

回収期間 2022 年 12 月 2 日～ 9 日

対象地域 岡山県岡山市（n = 700）

主な調査項目

個人属性：

性別、年齢、婚姻状況、同居形態、雇用形

態等

居住環境及び移動に関する項目：

郵便番号、自家用車の所有、運転免許の有

無、最寄りバス停・駅までの徒歩の所要時

間等

主観的評価の項目：

居住地の暮らしやすさ、今後の居住意向等

表 1：アンケート調査の概要

性別／年代 サンプル数（人） 構成割合（%）

男性／ 20 代 11 1.6

男性／ 30 代 47 6.7

男性／ 40 代 93 13.3

男性／ 50 代 93 13.3

男性／ 60 代以上 106 15.1

女性／ 20 代 49 7.0

女性／ 30 代 71 10.1

女性／ 40 代 72 10.3

女性／ 50 代 73 10.4

女性／ 60 代以上 85 12.1

全体 700 100

表 2：アンケート回答者の構成割合

図 1：婚姻状況と同居形態の関連性

注：カイ二乗検定  p < 0.001**、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、
(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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図 2：婚姻同居タイプと性別の関連性

注：カイ二乗検定  p = 0.0145 *、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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の指摘がされている。

　図 4 では「親と同居世帯」の独身者は 45 歳未満の割合

が高く、45 歳以上の割合が低い。45 歳以上の独身者の親

は高齢者であると考えられ、国立社会保障人口問題研究

所の親の死亡時の年齢別人口（社人研，2014）より、45 歳

を超えると 5 割以上が親との死別を経験している（図 5）。
このことから 45 歳以上の独身者で「親と同居世帯」の割

合が低いのは、親との死別を経て世帯形態が変化してい

ることが考えられる。また、図 1 から独身者のうち「親

と同居世帯」は 47 % を占め、彼らが若年期から親と共に

同居しているか、親の高齢化に伴い同居をしたかは確認

できないが、45 歳未満の「親と同居世帯」の割合が高い

ことから前者が大きく占めていると考えられる。今後親

との死別を経て「単身世帯」へと変化する際に、施設利

用や移動等が自立した生活を維持できる居住環境である

か、それに応じた転居意向があるか、を把握することは

居住誘導においても重要な視点である。これらの内容を 5
章で分析する。

5.  婚姻状況及び同居形態による居住地環境・評価の関連性

5.1  婚姻状況及び同居形態による居住・移動環境の差異

　本節は、婚姻同居タイプによって居住分布や移動手段

に差異があるかを明らかにすることを目的に分析を行う。

3 章で説明したように、郵便番号区域ごとに①立地適正化

計画における都市機能誘導区域、②居住誘導区域、③区

域外のいずれかに分類しており、婚姻同居タイプによる

居住分布の大まかな傾向を把握する。独立性の検定及び

残差分析を行った結果を図 6 に示す。

　「単身世帯」の独身者の居住割合に着目すると、区域外

が低く、居住誘導区域内が高いことが確認できる。居住

誘導区域はある一定の都市機能や公共交通ネットワーク

を有すると想定されるため（岡山市，2021）、「単身世帯」

の独身者は比較的利便性の高い地域に居住する傾向があ

ると考えられる。一方で、「親と同居世帯」の独身者は区

域外の割合が高く、居住誘導区域内の割合が低い。親が

結婚、子どもを持つことを契機に郊外に住宅を設け、そ

の住まいに子（独身者）が居住していることが考えられる。

図 5：親との死別の未経験割合

出典：社人研（2014）。
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独身者のうち、「単身世帯」か、「親と同居世帯」である

かで居住する区域に大きな差が見られた。特に、「親と

同居世帯」の独身者は区域外の割合が高いことから、都

市機能、公共交通ネットワークの乏しい地域に居住して

いる可能性が高く、これは前章で述べた自立した生活を

維持できる居住環境とは乖離がある。そこで、将来的な

買い物難民化や交通弱者化等に起因する移動に着目して

検証を行う。婚姻同居タイプと自家用車の所有及び免許

の所有との関連性について独立性の検定及び残差分析を

行った。その結果を図 7、図 8 に示す。

　結果は、「単身世帯」・「親と同居世帯」の独身者は自家

用車・運転免許の所有割合が低い。「単身世帯」の独身者

は居住誘導区域内の居住割合が高いことから公共交通を

利用できることや都市機能までのアクセス性が良く徒歩・

自転車等を利用することが要因として考えられる。一方

で、図 6 より「親と同居世帯」の独身者は区域外の居住

割合が高いものの、自家用車を所有しない人もいること

が確認できる。この要因として、親が所有する自家用車

の利用や親による送迎、区域外のなかでも公共交通が利

用しやすい環境等が考えられる。そこで、婚姻同居タイ

プによって公共交通のアクセス性の良い地域に居住する

傾向に差があるか分析を行う。婚姻同居タイプと最寄り

のバス停・駅までの所要時間（徒歩）との関連性について、

独立性の検定及び残差分析を行った結果を図 9、図 10 に

示す。バス停・駅に共通するものとして、「単身世帯」の

独身者は公共交通までの徒歩時間が最も短い項目（バス

停 2 分未満、駅 5 分未満）の割合が高い。一方で、「親と

同居世帯」の独身者に有意な差は見られない。このこと

から、「単身世帯」の独身者は公共交通の高利便な地域で

の居住傾向が確認できるのに対して、「親と同居世帯」の

図 7：婚姻同居タイプと自家用車の所有の関連性

注：カイ二乗検定  p < 0.001 **、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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独身者は必ずしも「公共交通の利便性の高い親の家」に

居住している傾向は見られない。

　以上の婚姻同居タイプと区域・移動に関する項目との

関連性について、独身者のうち「単身世帯」と「親と同

居世帯」に関して整理する。「単身世帯」の独身者は自家

用車の所有割合が低く、公共交通の高利便な地域である

居住誘導区域に居住する傾向がある。「親と同居世帯」の

独身者は自家用車の所有割合は低いが、必ずしも公共交

通の便利な地域ではなく、むしろ区域外に居住する傾向

があると確認できた。

　前述したが、独身者の「親と同居世帯」では、今後親

との死別を経て「単身世帯」へと変化する際に、自身が

自立した生活を維持できる居住環境であるか、それに応

じた転居意向があるか、が重要である。施設利用及び移

動が自立した居住環境を、都市機能及び公共交通ネット

ワークを有する居住誘導区域・都市機能誘導区域とみな

すと、区域外に居住する独身者は暮らしにくさを感じ、

転居意向を有する可能性がある。そこで、婚姻同居タイ

プと暮らしやすさ、居住意向の関連性を次節で明らかに

する。

5.2  婚姻状況及び同居形態による居住意識の差異

　居住地域を 2 km 圏と設定し、居住地域の暮らしやす

さ、居住地域で今後も住み続けたいか、の 2 項目について、

婚姻同居タイプとの関連性を把握するため、独立性の検

定及び残差分析を行った。その結果を図 11、図 12 に示す。

　「単身世帯」の独身者は居住地域に対して暮らしやすい

図 9：婚姻同居タイプと最寄りバス停までの所要時間（徒歩）の関連性

注：カイ二乗検定  p < 0.001 **、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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図 10：婚姻同居タイプと最寄り駅までの所要時間（徒歩）の関連性

注：カイ二乗検定  p = 0.0016 **、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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と感じる割合が低く、住み続ける意向を示す割合が低い

ことから、転居を通じて区域内への誘導の可能性がある。

「親と同居世帯」の独身者は暮らしやすさ、居住意向とも

に有意な結果が見られない。分類した区域の中で最も不

便である区域外に居住する割合が高いにも関わらず、暮

らしにくさや転居意向が高い傾向は見られない。その理

由として親からの支援が得られることや、長年住み続け

ていることが考えられ、「親と同居世帯」の独身者は不便

な地域であっても、今後その居住地からの転居意識は高

くないと考えられる。

6.  結論

　本研究の成果は以下のとおりである。

• 独身者の同居形態による居住環境の差異：

「単身世帯」の独身者は自家用車及び免許の所有割合が

低く、公共交通の高利便な誘導区域内に居住する傾向

がある。一方で、「親と同居世帯」の独身者は区域外に

居住する割合が高いが、自家用車及び運転免許の所有

割合は低く、交通利便性の高い居住地で親と同居する

傾向は見られないことが明らかになった。このことか

ら、子ども（独身者）は不便な地域であっても親との

同居を選ぶことが示唆される。

図 11：婚姻同居タイプと暮らしやすさの関連性

注：カイ二乗検定  p = 0.0437 *、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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図 12：婚姻同居タイプと居住意向の関連性

注：カイ二乗検定  p = 0.007 **、残差分析  ** p < 0.01、* p < 0.05、(+) 割合高い、(–) 割合低い。
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• 独身者の同居形態による居住意向の差異：

「親と同居世帯」の独身者は区域外に居住する割合が高

いものの、転居意向は相対的に高くない。将来的に彼

らが誘導区域外で単身・高齢世帯となる可能性が示唆

される。これらは将来的な買い物難民や交通弱者を生

み、新たな都市計画上の課題となりえると考えられる。

また、子育て世帯が区域外のような移動手段の乏しい

郊外への居住が進むことは、子どもが独身者となり居

住し続けた際の将来的なリスクにもつながると考えら

れる。こうした中長期的な課題について行政が認識す

る必要があり、そのうえで立地適正化計画をはじめと

するコンパクトシティ政策を推進することが求められ

る。例えば、現在の子育て世代を誘導するうえで、こ

れらの将来リスクを周知する等の対策が考えられる。

　本研究は、独身者を「単身世帯」と「親と同居世帯」

に分類して居住地域の都市機能の差異から将来想定され

る課題を検証した基礎的な研究である。今後の課題とし

て、住宅形態や日常の交通手段等の詳細な生活環境を考

慮したうえで、居住誘導の可能性について分析及び考察

が必要である。

注
（1） 国勢調査では、単身世帯や夫婦と子供から成る世帯の

分布を確認できるものが存在する。しかし、単身世帯

の婚姻状況や、親と同居する独身者の詳細な属性、移

動手段、主観的評価などを把握できないため、本研究

ではアンケート調査を実施している。
（2） アンケート回答者の年齢を 30 歳未満、30 歳以上 45 歳

未満、45 歳以上 65 歳未満、65 歳以上の 4 世代に分類

した。国立社会保障・人口問題研究所（2023）による

と 2021 年の平均初婚年齢は男性 31.0 歳、女性 29.5 歳

であるため、平均初婚年齢として 30 歳未満を設定した。

また、結婚生活に入った人のうち 45 歳未満の初婚者が

9 割以上を占めることから、45 歳で分類した。厚生労

働省は 45 歳から 65 歳未満を中年、65 歳以上を高年に

区分している。
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Abstract
This study aims to examine the differences in the residential 
environments of single persons who live alone and those who 
live with their parents. Single-person households tend to reside 
in residential development areas or locations with convenient 
access to public transportation, while single persons living with 
their parents are more likely to live outside these areas. Fur-
thermore, there is no clear relationship between their residential 
locations and access to public transportation, and they do not 
always intend to move. Single persons who continue to live in 
areas with poor access to public transportation and therefore 
face higher risks, such as lack of support or nursing care, could 
potentially contribute to future urban planning challenges, such 
as the emergence of shopping refugees or an increasing number 
of people with limited mobility.
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